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は じ め に
アジアでは，先進国，新興国を問わず，子どもの養
育，高齢者の介護や家事などを家庭内で行う外国人労働
者への需要が高まっている。台湾でも，1980年代以降
の経済成長と共に，都市中間層の勤労者世帯において，
育児，介護，家事などの役割を広範囲で担う「家庭看護
工」と呼ばれる住み込み介護労働者や「家庭幫傭」（家
政婦）の需要が急増した。
台湾では，「外労」（外国人労働者）は，「外籍労工」
と呼ばれる非熟練（単純）労働者と，「外国専業人員」
と呼ばれる熟練労働者，専門技術職に大別される。2015
年現在，「外国専業人員」は 3万 185人で，上位 3か国
は日本（8,663 人），米国（5,397 人），マレーシア
（2,216人），それにフィリピン，インド，カナダが続く。
一方，「外籍労工」は 58万 7,940人で，そのうち「産業
外籍労工」（外国人産業労働者）が 36万 3,584人，「社
福外籍労工」（外国人介護労働者）が 22万 4,356人であ
る。産業外籍労工のうち，95.4％は金属，電子，機械な
どの製造業で就労し，台湾の人手不足解消に貢献してい
る1）。
2015年，衛生福利部（保健福祉省）は「5大重点政
策」のトップに「高齢化に備えた介護システムの速やか
な構築」を挙げた2）。台湾はいま，世界的にも極めて低
い出生率に加え，高齢化率の加速が進む中（図表 1参
照），既存の制度にとらわれない新しい福祉システムの
構築が必要となっている。
本稿では，まず，「外籍労工」と呼ばれる非熟練労働
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者の全体像を概観し，そして次に，「社福外籍労工」の
中の「家庭看護工」（以下，居宅介護ヘルパー）を中心
に，台湾の外国人介護労働者の現状と今後の課題を探
る。
2016年 1月，「長期照顧保険法」（長期介護保険法）
案が閣議決定され，2017年度から施行の方向で調整が
進んでいる。介護保険制度の導入に向け調査プロジェク
トのメンバーとして来日経験がある衛生福利部彰化老人
養護中心（彰化県彰化市）施設長（当時）の林文雄は，
2015年 9月現地を訪ねた筆者に対して「台湾の介護保
険制度化で最大の懸案になるのが『外籍家庭看護工』の
処遇である」と述べている。
Ⅰ 台湾の「外籍労工」受け入れ政策
1．外国人労働者導入の背景と経過
1980年代後半，とりわけ 1987年の戒厳令の解除以
降，経済の自由化によって産業の発展を目指した政府
は，高速道路，港湾，空港，上下水道などのインフラ整
備に向かって国家的な公共投資政策を打ち出した。ま
た，外交的孤立から脱却を図ろうとした政府は，一連の
東南アジア接近策を推進した。こうした中，労働の投入
割合が他の産業と比べて高い製造業や建設業を中心に，
労働力不足を補う形で外国人の非合法入国・就労に関す
る問題が深刻化した。1989年，政府は「十四項目重要
検閲工程入力需給因応措置法」（政府プロジェクト公共
工事に係る雇用需給対策法）を成立させ，公共工事計画
を実行するため公式ルートで初めて外国人労働者の受け
入れを開始した3）。そして，1991年，それを民間仲介業
者にも開放し，翌年の 1992年には「就業服務法」（就業
サービス法）を制定することによって，外国人労働者の
合法的な受け入れ策を本格的にスタートさせた。
現在，自国（台湾）人労働者の雇用の優先を前提に，
政府が労工協定（二国間協定）を締結した両国間（協定
国双方）で，国内労働需給の変化に応じて受け入れ人数
を制御（数量コントロール）しながら実施している。な
お，就労先あっせん料搾取の問題を是正するため，2001
年から仲介業者を通さず直接雇用できることとなった。
2．外国人労働者政策の概要
就業サービス法は，雇用に関する一般法として，「社
会経済の発展を目指して国民の就業を促進する」ことを
目的に制定された（第 1条）。その中に外国人の雇用と
管理に関する章が設けられ，「国民の就労権を保障する
ため，国民の就業機会，労働条件，国民経済の発展およ
び社会の安全を妨げない限りにおいて，外国人労働者を
受け入れる」（第 42条），「雇い主が主管機関に雇用の許
可を申請していない外国人は，台湾で就労してはならな
い」（第 43条）などの基本的な事項が書かれている4）。
雇い主が外国人を雇用する場合，仕事の範囲が，①専
門技術職，②華僑および外国投資事業の従事者，③学校
教師，④「補習班」（予備校・学習塾）の外国語教師，
⑤体育指導者，⑥宗教家，芸術家，⑦商船等船舶の船
員，⑧遠洋漁業の従事者，⑨家政婦・介護ヘルパー，⑩
国家重要建設工程（重大公共工事）の従事者，⑪国内で
は人材を充当することが困難な職種の従事者など 11種
に区分され，中央主管機関が審査により決定する（第
46条）。また，2004年に「雇主聘䫜外国人許可及管理辦
法」（外国人労働者の雇用に関する許可および管理規定）
が施行され（「外国人聘䫜許可及管理辦法」〔1992年〕
を廃止して施行），上記の①～⑦を第一類外国人労働者，
⑧～⑪を第二類外国人労働者に区分して，雇い主が中央
主管機関に雇用許可を申請する際の規則を細かく定めた
（第 2条）。ここからも分かるように，台湾の移民政策に
おける基本的な立場は，人口の質的発展であり，このた
め，低技能（ロースキル）労働者の受け入れを制限し，
高技能（ハイスキル）労働者の受け入れを積極的に進め
ている5）。王増勇は，「看護工」が一時滞在の出稼ぎ労
働者であるのに対して，専門職，技術職，経営管理者な
どの外国人ホワイトカラーは現地で 5年以上勤務すれば
図表 1 老年人口（65歳以上）比率－日台比較－
台湾の高齢化の特徴は，その速度の速さにある。65
歳以上の高齢者人口の全人口に占める比率（老年人口
比率 ％）が，2012年には 11.2と，日本の 24.2と比べ
て低く，「高齢社会」（高齢者人口が 14％を超えた社
会）にも至っていないが，2060年には，台湾が 39.4，
日本が 39.9と拮抗すると推計される。
出所：国立社会保障・人口問題研究所『日本の将来推
計人口－平成 23（2011）年～72（2060）年』厚生統計
協会，2012年，79頁。行政院経済建設委員会『中華民
国 2012年至 2060年人口推計』2012年，9-10頁（中位
推計に基づき表記）をもとに筆者作成。
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永住許可が取得できる点を挙げて，「階層による二層シ
ステム」（two-tiered system）の外国人労働者政策の問題
を指摘する6）。
なお，2012年の改正で，外国人労働者の台湾での就
労期間が，累計で 9年から最大 12年に，さらに居宅介
護ヘルパーについては 2015年の改正で最大 14年に延長
された（第 52条）7）。
Ⅱ 増加する「外籍家庭看護工」
1．外国人居宅介護ヘルパーの受け入れ動向
台湾では，「外籍労工」の受け入れは二国間協力（覚
書）の締結に基づき行われている。現在，非熟練労働者
の受け入れを許可しているのは，インドネシア，マレー
シア，フィリピン，タイ，ベトナム，モンゴルの 6か国
である。
外国人介護労働者の構成は，「養護機構」（介護施設
等）介護職者 6.1％（1万 3,696人），居宅介護ヘルパー
93.0％（20万 8,600人），家政婦 0.9％（2,028人）とな
っていて，住み込み型の居宅介護ヘルパーが圧倒的多数
を占める。
居宅介護ヘルパーへのインタビューを通してその実態
を掘り起こしたペイ・チア・ラン（Pei-Chia Lan）は，
海外出稼ぎ背景の複雑さと矛盾に光を当てるために，
「グローバル・シンデレラ」（Global Cinderellas）という
隠喩を用いて表現した。「彼女らは，本国での貧困と重
圧にあえぐ過酷な日々から逃れ出し，現代的な豊かさへ
と自らの地平を拡大するために海を越えやってくる。と
ころが，四方を壁で囲まれた雇い主の狭い部屋で，家族
との親密性に閉じ込められ（社会からも孤立し），メイ
ドとして抑圧的に長時間働かされる。ただ一つ，暇（休
み）をもらうときだけ解き放たれ，綺麗に化粧してカラ
フルな衣装と装飾品を身にまとい，自由になる。」ラン
は，彼女らのこの姿をグリム童話の「シンデレラ」と重
ね合わせた8）。
図表 2に見るように，外国人介護労働者数は，1992
年，669人で始まり，1996年には 3万 255人，そして
2000年には 10万 6,331人と急増し，2015年までの 15
年間で，約 2倍の伸びとなった9）。その内わけは，2015
年で，インドネシア人が 17万 7,265人，フィリピン人
が 2万 7,613人，ベトナム人が 1万 8,919人，タイ人が
557人となっている（図表 3参照）。そのうち 99.3％を
女性が占め，年齢は 25-34歳が 46.4％で最も多く，35-
44歳 37.7％，24歳以下 9.5％と続く。また，地理的に
は，新北市，台北市，台中市，台南市，高雄市の直轄市
で全体の 60.0％を占めることから，大都市およびその
周辺の地域を中心に分布していることがわかる10）。筆者
の現地調査（雙連安養中心〔新北市〕，至善老人安養護
中心〔台北市〕，長庚養生文化村〔桃園市〕などで実施）
では，有償型の高齢者施設において入居者が外国人居宅
介護ヘルパーを居室に住まわせる形で雇い入れる状況が
散見された。このように雇用形態が多様化していて，居
宅介護ヘルパーは家庭での就労とは必ずしもなっていな
い。
国別の増減や入れ替わりは二国間の外交交渉の内容・
方針などによっている。インドネシア人居宅介護ヘルパ
ーが急増する背景には，自己主張をしない，従順である
など雇用主の間で交わされる言説も影響している11）。タ
イ政府はこの分野における自国民の派遣に消極的である
図表 2 外国人介護労働者数の推移
出所：行政院労工委員会職業訓練局「外労業務統計」
（http : //www.evta.gov.tw/connect/list,aspx/mfunc_id
＝14&func_id＝57，アクセス日：2010年 8月 21
日），および労働部『労働統計年報』労働部，各
年版に基づき筆者作成。
図表 3 送出国別の外国人介護労働者数の推移
出所：行政院労工委員会職業訓練局「外労業務統計」
（http : //www.evta.gov.tw/connect/list,aspx/mfunc_id
＝14&func_id＝57，アクセス日：2010年 8月 21
日），および労働部『労働統計年報』労働部，各
年版に基づき筆者作成。
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が，その理由は，外国人居宅介護ヘルパーの就労が家事
労働として位置づけられ，このため「労働基準法」の下
で義務付けられた最低賃金，超過勤務手当，休暇によっ
て保障されないからである12）。
2．台湾の特殊な家族事情
ここでは，外国人居宅介護ヘルパーへの需要が拡大す
る台湾の特殊な家族事情を文化的，法的，社会的な側面
から述べる。
台湾の家族には，倫理的に保守的養老観念が強く，漢
人の儒教道徳である「孝道」の考え方が根強く残ってい
る。そして，多くの家庭が「孝道」順守のため，「輪流
奉養父母」（輪：順番に，流：移動する），「子女分攤経
費的方式」（攤：分担する，割り当てる）を採用してい
る13）。それは「輪（吃）䫊頭」とも呼ばれ，代わる代わ
る（輪），集団の長老（頭）と，一緒に食べること
（䫊），という意味であり，兄弟姉妹で老親の財産と扶養
を等しく分けあうこと（財産相続の均等分配・老親扶養
の兄弟姉妹均分）を指す言葉である14）。息子（娘）たち
がヘルパーを雇い入れるために費用を出し合うことで，
親（高齢者）が移動（遷居）を必要としない老親扶養の
あり方を，定時巡回の伝承的な文化（精神）を引き継い
だ「輪（吃）䫊頭の現代化」としても理解できる。
そして，法的にも，「老人福利法」で「法定の扶養義
務者は老人扶養の責を負う」と明示され（第 30条），公
的な福祉サービスの受給に対して，家族責任を強調する
など，貧困・低所得対策として条件を厳しく制限して実
施している。こうした中，台湾では，「施設入所を選択
する高齢者においても，民間の高齢者向け高級マンショ
ンに入所する者と，救済型施設への入所を余儀なくされ
る者とに二極化している15）。」その一方で，この両者の
狭間にあって，公的および民間セクターの政策対応の隙
間におかれた中間層が放置されてしまっている。これが
台湾の高齢者福祉政策の今日的重要課題の一つであり，
この窮状に海外からの出稼ぎ介護労働者が手を貸してい
るといえる。
このように，高齢者介護の問題が深刻化する一方で，
女性の労働参加が進んでいる。行政院主計処「人力資源
調査統計年報」によれば，25歳から 44歳までの労働力
率は 1988年には 55.6％であったのが，2013年には 79.1
％へと推移し，25年間で 23.5％も増加している16）。ま
た，2015年現在の大学（4年制）卒業以上の高学歴女性
の比率も，60歳代が 8.1％，50歳代 12.3％，40歳代
23.9％，30歳代 44.3％，25-29歳 67.2％と若年世代ほど
急激に上昇していく17）。学歴の違いに伴う世代間の意識
格差拡大のもとで，三世代同居を避けるための戦略的な
方策として海外から居宅介護ヘルパーを雇う事例が散見
される18）。
3．台湾人介護労働者との関係
衛生福利部が 2013年に実施した「老人状況調査」に
よれば，65歳以上の要介護高齢者を在宅で主に世話す
るのは，息子・娘が 56.5％で最も多く，これに，嫁が
21.4％，配偶者が 20.3％，外国人居宅介護ヘルパーが
13.2％と続く。80歳以上になると外国人居宅介護ヘル
パーが 22.9％に増えて嫁（25.2％）とほぼ同じ比率で並
ぶが，台湾人訪問介護ヘルパーは 1.4％から 1.8％とほ
とんど変わらない19）。
台湾人訪問介護ヘルパーの多くは，公的支援枠（措置
制度）の介護職員として在宅に派遣され，訪問の形で家
事援助と身体介護を区分して，時間単位の計算で平日や
昼間を中心に就業している20）。また，こうした公的支援
の枠組みで介護を提供する場合，介護職者に対して一定
の資格要件が科せられる。「老人福利服務専業人員資格
及訓練辦法」（高齢者福祉サービス従事者の資格および
訓練に関する規定，2007年）では，「照顧服務員」（介
護サービス員）は，次の各号のいずれかに該当する者で
なければならないと定めている。①照顧服務（介護サー
ビス）訓練講習会（90時間）の修了証明を有する者，
②「照顧服務技術士証」（介護サービス技術士証）を有
する者，③高校（もしくは職業学校）の看護科および介
護科を卒業した者，④認知症高齢者施設で働く場合は，
認知症に関する訓練受講証明がなければならない（第 5
条）。
「照顧服務技術士」とは，労働部（労働省）が労働者
の技能レベルを公証する制度であり，介護職者の認定資
格として 2005年に開始された。受験資格は 18歳以上の
台湾人，および外国人配偶者，大陸出身配偶者，そして
外僑居留証（長期滞在ビザ）を有する外国人となってい
て，2016年 6月現在，累計で 3万 3,967人が資格検定に
合格している21）。公的支援枠の訪問介護は，「老人福利
服務提供者資格要件及服務準則」（2008年）において，
実施機関を病院，介護施設，老人福祉施設，障害者施
設，社会工作師事務所（政府認定ソーシャルワーカー事
務所）に制限し，介護職者，「居家服務督導員」（在宅サ
ービス提供責任者），嘱託医・看護師，その他の職員を
配置すべきことを定めている（第 16条，第 17条）。
筆者は，調査の過程で，介護施設で働く「外籍看護
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工」（外国人介護職者）を散見している（写真 1）。1999
年に外国人に公私立の介護施設での就労を開放したこと
によって，2015年では，「老人長期照護，養護・安養機
構」（特別養護老人ホーム，養護老人ホーム）で約 4,900
人の外国人が雇用され，介護職者総数約 1万 3,900人の
35.4％を占めている。外国人介護職者は，2002年が
1,700人（介護職者総数 5,300人），2005年が 2,700人
（同 7,200人），2010年が 4,000人（同 1万 1,000人）と
増大している22）。「老人福利機構設置標準」では，「外国
人は介護職者総数の 2分の 1を超えてはならない。」（第
8条），「夜勤は台湾人の介護職者を置かねばならない」
（第 11条）などの規定があり，また，「身心障礙福利機
構設施及人員配置標準」においても同様の扱いであるこ
とから，法的にも，ある一定の条件のもとで，外国人介
護労働者の雇用が認められている。しかし，外国人介護
労働者は「照顧服務員」の資格を得る権利が現時点では
ない。「外国人はあくまで無資格に据え置き，専門職は
台湾人に限定するというのが政府の方針である23）。」
Ⅲ 「外籍家庭看護工」の現状と対策
1．外国人居宅介護ヘルパーの労働条件と環境
「外籍労工運用及管理調査」（外国人労働者の運用と管
理に関する調査）は，労働部労働力発展署により事業者
と雇主を対象に隔年実施される外国人労働者に関する代
表的な調査である。ここでは，2015年実施の同調査の
中の「家庭看護工統計」（養護機構含まず）について，
雇用者・家族の介護状況・ニーズや賃金，保険，勤務時
間，休暇などを中心に述べる24）。
1）雇用者・家族の介護状況・ニーズ
介護を受ける人（被介護者）は，介護ヘルパーを雇い
入れる人の父母が 84.5％，配偶者が 9.2％，親戚 6.0％，
子女 2.5％と続く。そして，雇う以前の主な介護者は，
家族が 82.7％，台湾人介護ヘルパー・家政婦が 6.3％，
介護施設 3.5％で，家族が 8割と圧倒的多数を占める。
このことから，それまで子が父母の介護をしてきた実態
が浮かんでくる。
介護ヘルパーの介護技術研修への参加に関して，雇い
主がそれを希望するかは，希望するが 50.7％で，その
うちの 67.0％は勤務時間外の私的な参加を望んでいる。
そして，介護ヘルパーが休みの時に家のなかに代わりの
介護者がいるかについては，51.8％がいるで，また，介
護ヘルパーの職住一体の勤務を望むが 76.3％であるこ
とからも，女性の代替労働力へのニーズと比べて介護の
専門性へのニーズは低いといえる。こうした顧客ニーズ
とのマッチングが需要増大の背景にあり，それが結果的
に外国人居宅介護ヘルパーを過剰就労へと追い込むこと
になる。
一般的に，台湾人よりも外国人の介護労働者を雇用す
る方がコストは安いが，それを主な理由に外国人居宅介
護ヘルパーを雇い入れる人は少ないといえる。雇い主の
経済状況は，低所得世帯が 0.6％，ボーダーライン世帯
が 1.0％，一般世帯が 98.5と，富裕層を含む中間層以上
の雇い主が圧倒的多数を占める。雇い主は，保険料を含
め月 2万 1,000元（約 6万 8,000円）が必要とされる。
また，国民の就労と労働者の福祉の促進および外国人雇
用に係る管理事務の経費の確保を目的とした就業安定費
（毎月 2,000元）を政府に納めなければならない。さら
に，就業サービス法の 2015年改正で，主管機関あるい
は主管機関から委託を受けた非営利団体が実施する雇用
者講習の受講を義務付けられた25）。
2）賃金，保険，勤務時間，休暇など
外国人居宅介護ヘルパーの平均給与は 1万 8,770元
（約 6万 600円）であった26）。
労働時間については，決まりがあるが 17.9％で，そ
の場合の 1日の平均労働時間数は 13.0時間，決まりが
無いが 82.1％で，その場合の平均労働時間数は 13.6時
間であった。休暇，休祝日については，無しが 36.2％，
有り（不定期）が 53.3％，有り（定期）が 10.6％であ
ることからも過剰就労の実態が読み取れる27）。また，保
険加入率については，「労工保険」（雇用保険）が全体の
25.8％，「全民健康保険」（国民健康保険）が 95.5％，
「意外保険」（災害補償保険）36.0％の比率であり，保険
料負担の方式は，雇い主と分担が 62.9％，雇い主がすべ
て負担が 36.2％であった。
なお，労働基準法では，法が適用されない労働者につ
写真 1 高齢者福祉施設で働く「外籍看護工」（2015年
11月 5日，台北市私立愛愛院にて筆者撮影）
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いて，給与，労働時間，休暇，時間外労働など，労使双
方で法の規定に基づき調整しなければならないと定めて
いる（第 48条の 1）。
2．地続きで繋がる結婚移民の問題
外国人居宅介護ヘルパーの実質的な数値を知るために
は，統計に表れない数字に留意することが重要である。
タインダム・チュオン（Thanh-Dam Truong）は，送出
国ベトナムの側から，介護・家事労働者と並んで，国境
線を越えた婚姻，すなわち結婚移民を労働力の再生産
（労働者の生活維持）を担う潜在的労働者（無償の介護
者）として位置づけた28）。奥島美夏は介護労働者と結婚
移民の互換性・可逆性に着目し，「結婚移民の少なくと
も一部は初めから介護人材としての役割を期待されてお
り，個人宅で働く外国人家事・介護労働者も被介護者・
雇用主と結婚しやすい環境にある」と指摘する29）。
台湾では，婚姻件数に占める「外籍配偶・大陸配偶」
（元国籍が東南アジアおよび中国の配偶者，以下，外国
・大陸出身配偶者）の割合が 2割と高く，国内における
社会福祉の国際的な問題として，東南アジアや中国から
の新移民女性への対応が重要課題となっている。新移民
とは，「広義に，東南アジア系労働者と中国，東南アジ
ア系外国籍配偶者を指し，狭義では中国，東南アジア系
の女性配偶者と国際結婚で誕生した次世代の子女を指し
て用いられている30）。」戒厳令が解除された 1987年から
2015年までの 28年間で，台湾人と結婚した外国・大陸
出身配偶者の総数は 50万 9,363人で，女性が 92.2％を
占める。外国・大陸出身配偶者の内訳は，前者が 32.5
％，後者が 67.5％となっていて，外国出身配偶者の上
位 4国は，ベトナムが外国出身配偶者総数の 56.3％，イ
ンドネシアが 17.3％，タイが 5.2％，フィリピンが 5.0％
であった（上位 4国で総数の 83.8％を占める）。そし
て，外国出身配偶者の 68.5％が帰化（国籍取得）を，
大陸出身配偶者の 35.7％が「定居証」（台湾地区定住お
よび戸籍の設定）を取得している31）。
なお，就業サービス法では，外国人労働者を雇用しよ
うとする者は中央主管機関に申請し，許可を得なければ
ならないが，台湾に永住許可のある外国・大陸出身配偶
者の場合は，この限りではないと規定されている（第
48条）。
3．問題の未然・再発防止への対策と支援
外国人居宅介護ヘルパーの多くは，経済的な困窮から
脱出するために出稼ぎにやってくる。彼女らは「単調で
嫌な苦しい仕事でお金を稼いで故郷へ戻ってからは，あ
るいは一転自分がメイドの雇い主となって，快適な生活
をエンジョイするという『逆転のファンタジー』（fan-
tasy of reversal）を夢見ている32）。」しかし，多くは期待
を裏切られ，それが様々な問題へと発展する。その一つ
が外国人居宅介護ヘルパーの失踪率の高さである。前述
の調査では，2015年で過去 1年間の間に全体の 3.7％
（約 8,000人）の人々が行方不明となっていることが指
摘された。その原因としては，他の外国人労働者の勧誘
が最も多く（59.6％），意思疎通の不良（37.3％），在台
許可期間の満期消滅（27.5％）と続く。
不法滞在の原因として挙げられるのが，彼女らが負担
する高額の渡台前費用（渡航費や介護者研修〔語学・技
術研修〕終了証明書などに要する費用）や仲介手数料の
問題である。このことによって，「より手取り収入の高
い職を求めて，あるいは契約期間を超えて台湾に滞在，
就労するために，それが不法就労者となることを促す主
要な要因となっている33）。」
前述の調査では，介護ヘルパーの雇い入れに際して，
民間派遣業者による仲介・斡旋（派遣・請負などの間接
雇用を一部含む）が 83.6％，直接の交渉が 16.4％とな
っている。一部の雇い主は，直接に給料を払わず，仲介
業者を通して清算したり，そのとき，支払う前に賃金か
ら手数料やローンの返済費用を差し引いたりする。労働
部は，雇い主と外国人居宅介護ヘルパーとの間の直接的
な労働契約を推進するため，雇い主と外国人労働者の権
益保障とその来台渡航手続きの費用負担軽減を目的に
2008年から「直接聘雇（雇用）聯合服務中心」（外国人
労働者直接雇用サービスセンター）を全国に設置してい
る。この制度が始まってから，センターで約 11万人の
外国人労働者の支援を行うことによって，仲介業者に支
払う手数料の 46億元を不要にしたと労働部は報告して
いる34）。しかし，多くの雇い主は，受け入れから帰国ま
での対応とサービス，トラブル処理などをすべて代行し
てくれるため，費用はかかるが民間仲介業者を利用する
傾向は否めない35）。
台湾国際労工協会（TIWA），フィリピン労工団結組
織（KASAPI），インドネシア在台労工連盟（IPIT）」な
どの非政府組織（NPO）や当事者団体（SHG）は，政府
に対し外国人居宅介護ヘルパーの人権と基本的自由の保
障を強く求める運動を続けている。彼女らにとって，教
会などの宗教施設，NPO 団体，外国人街などの移住者
コミュニティの存在は大きい。そこは，都市に完全同化
できない周辺人の団結の場であり，雇い主に関する情報
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や対抗策を相互に助言・交換し合ったり，また，結婚移
民を含めて他のトランスナショナルな移住を支援する基
盤ともなっていて，雇い主にとって「汚染の危険源」
（dangerous source of pollution）ともいわれている36）。
また，婦女救援社会福利事業基金会，現代婦女基金
会，励馨社会福利事業基金会，天主教善牧社会福利基金
会などの女性団体の活動を忘れてはならない。これらの
団体は，1980年代後半からの児童買春の禁止と児童保
護の運動を主導した非政府組織であり，「女性の商品化」
反対の大規模なデモ活動，キャンペーンなどを通し，
「性侵害犯罪防治法」，「家庭暴力防治法」，「児童及少年
性交易防制条例」などの立法化を実現した。筆者が調査
を行った「励馨」は中心となって活動を推進した団体で
あり，外国人介護労働者の問題を，先住民族や外国・大
陸出身配偶者など国内外を含む広範な女性差別，性的侵
害の問題として同一線上でとらえ対応している37）。「励
馨」では，2009年，行政院労工委員会（現・労働部労
働力発展署）の委託を受け「1955外籍労工 24小時諮詢
保護専線」（外国人出稼ぎ労働者の 24時間ホットライ
ン）をスタートさせた。地方政府（労働，福祉，移民，
法務等の各局）や警察機関と連携しながら相談・情報提
供，不服申し立て業務，労働争議の処理・仲裁や人権侵
害等の案件訴訟，緊急避難施設への受け入れ（保護）手
続きなどを行っている。
Ⅳ 「長期照顧保険」と「外籍家庭看護工」の受け入れ課題
1．高まる福祉の視点からの議論
台湾では，これまで外国人居宅介護ヘルパーの受け入
れを，高度経済成長政策を推進するための手段として位
置づけ実施してきた。すなわち，労働力の不足を女性の
就労で補うべく，家庭内での子どもの養育，家族の介護
や家事一切を担う女性の代替労働力として彼女らを位置
づけ採用する，という労働力政策としての外国人労働者
の導入であった。その一方で，利用者・家族に対する権
利擁護や福祉サービス，対処スキルの質的向上と開発
（基礎的・基本的な知識・技術の習得），施設入所支援と
通所支援，居宅サービスなどの供給システム（提供体
制）全体の中で外国人居宅介護ヘルパーの役割・機能を
議論する，という視点が欠如していた。
それが今日では，「長期照顧保険法」（長期介護保険
法）の制度化に向かって，社会福祉政策との関連で外国
人介護労働者について検討することが，にわかにクロー
ズアップされてきた。日本の介護保険制度を調査した徐
瑜璟らは，台湾で介護保険を議論することは「サービス
品質保証」の視点をシステムとして導入することであ
り，その際，日本やドイツの取り組みを移入することも
重要であるが，何よりも台湾の文化的背景と外国人介護
労働者の雇用について考えることが重要であると述べて
いる38）。
低賃金や搾取の横行をはじめとする厳しい就労環境や
就業の先行きが見通せない将来不安の問題は，外国人居
宅介護ヘルパーだけの問題ではない。外国人施設介護職
者もまた，仲介業者と雇用契約を結び，その業務命令に
よって施設で働く不安定な就業形態が多い。「家庭看護
工」の問題は「機構看護工」の問題と相互に関連して生
じることから，外国人介護労働者全体の雇用形態のあり
方の問題として捉えることが重要であり，いまなお打ち
出せない適正な外国人労働者の受け入れに向かって考え
直す時が来ているといえる。とすれば，長期介護保険法
の導入は，介護の専門性を基点とした「外籍看護工」の
導入システム全体を再構築する契機（好機）となる。
2．長期介護サービス法・長期介護保険法の制度化によ
る影響
2015年，介護サービス体系の整備・拡充とサービス
の質の確保，および介護を受ける人々の権益保障を目的
に「長期照顧服務法」（長期介護サービス法）が制定さ
れた（2017年施行）。また，介護サービスの制度化を前
に，2013年，中央政府の機構改革が行われ，社会福祉
部門（内政部社会司）と医療保健部門（衛生署）を再編
統合する形で「衛生福利部」を設置した。
同法では，介護サービスを在宅，地域，施設，家庭介
護者（家族）支援サービスに分類して（第 9条），在宅
については，身体介護，生活援助，食事栄養・健康管
理，心理的支援，緊急救援，予防・リハビリテーション
など 11項目のサービスを設定した（第 10条）。そして，
その質（介護の専門性）を担保するため，新たに規定さ
れた「長照服務人員」（介護サービス事業介護者）を
「本法所定の要件を具備する人」と定義づけ（第 3条），
その訓練・認証方式，継続教育および新規登録，資格更
新などについて管理規定（長期介護サービス事業介護者
登録規定）を設けている（第 18条）。これらに基づき，
関係所管から認可を得た団体（「長照機構」）の「長照服
務人員」でなければ，本法に規定する介護サービスを提
供してはならないことを定めている（第 19条）。
また，「個人看護者」を家族が私的に雇う家事使用人，
介護者と規定することで「長照服務人員」と明確に区分
し，その労働条件，職業安全衛生等の事項および訓練に
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ついては労働部の所管とした。これに従えば，外国人居
宅介護ヘルパーは「個人看護者」となることから，その
サービスは「私費で購入する介護サービス」と位置づけ
られ，公的な介護サービスの枠組みから締め出され
る39）。現在，同法の中の家庭介護者（家族）支援サービ
ス40）の一環として，雇用者・家族が外国人居宅介護ヘル
パーに対して定例・祝日休暇を与えた場合に在宅サービ
ス機関や介護・福祉施設の介護職者が代替の介護サービ
スを提供する施策（「補助雇主譲外籍家庭看護工於例暇
日休暇」）が検討されているが，それは家族へのレスパ
イト（休息）サービスとしての位置づけであり，外国人
居宅介護ヘルパーの雇用それ自体を補助するものではな
い41）。
政府は本法の施行により，「長照服務人員」の資格を
厳しく審査し，また「個人看護者」に中央主管機関（労
働部）が公告する指定訓練の受講を義務づけることによ
って（第 64条），研修や訓練を受講しない不適格者や超
過滞在者の締め出し，台湾人介護職者の養成を強化すこ
とを方針としている。
こうした政府方針に対し肯定，否定とさまざまな議論
がある。前述の徐瑜璟らは，介護の労働・環境条件が劣
悪な中で台湾人介護労働者の増大を望むことは難しく，
外国人介護労働者を締め出すことによって，かえって現
業に携わる介護労働者の過重負担と介護サービスの品質
悪化をもたらしかねないと危惧する42）。いずれにせよ，
介護保険制度化に向けた介護人材確保の成否の鍵は，①
台湾人介護ヘルパー，外国人居宅介護ヘルパー，施設介
護職者（台湾人，外国人）三者間の需給バランス調整機
能を備えた雇用・人材戦略の推進，②利用者の尊厳の保
持およびサービスの質の確保と均質化を目的とした施設
介護職者（台湾人，外国人）の資格要件の統一を総合的
かつ計画的にどう進めるか，その施策の如何にかかって
いる43）。
こうした中，「長期照顧保険法」（長期介護保険法）案
が 2016年 1月に閣議決定され，国会へ提出された（以
後，国会における審議）。草案には「個人看護者」や
「外籍看護工」の言葉は無く，介護保険事業者は保険者
（衛生福利部）の選定基準を満たす団体でなければなら
ないことが規定されている。また，14種類の保険給付
のうち，家族（家庭介護者）による身体介護，生活援
助，安全看視サービスについては，一部または全部を家
族への現金給付（介護者現金給付）に変えることができ
るとあるが，これなどは，外国人居宅介護ヘルパーの雇
用への融通を想定したものと推定される。
3．将来展望－介護保険制度化との関連から
1）私費で雇い入れる雇用者・家族の減少
筆者は，外国人居宅介護ヘルパーの雇用は長期介護保
険法の導入に併せ縮小するものと予測している。なぜな
ら，この制度は，社会保険方式の導入により，利用時の
自己負担を原則 15％として社会福祉サービス供給の普
遍化を目指す制度であり，これまで外国人居宅介護ヘル
パーを雇用してきた中間層や富裕層を含めたサービス対
象の拡大を想定しているからである。また，現時点の法
案では，外国人居宅介護ヘルパーを雇用しても介護給付
の対象としないこととなっている。現行の低所得・ボー
ダーライン世帯を対象に重度・最重度等級の身体障害者
および認知症高齢者を在宅介護する際に外国人居宅介護
ヘルパーの給料の一部を補助する制度もまた，長期介護
保険制度の枠組みで扱わないこととされている。さら
に，就業安定費の支払いを義務付けられる状況の下で，
外国人居宅介護ヘルパーを自己負担（私費）で雇い入れ
る雇用者・家族は確実に減少していく。
2）核家族・小家族化に伴う介護ニーズの変容
台湾の家族は伝統的に拡大家族・大家族が中心であっ
たが，2015年時点で 2人未満の世帯が世帯総数の 5割
（1人世帯 31.6％，2人世帯 19.6％）を占めるなど近年は
核家族・小家族化が急速に進んでいる44）。これに伴い，
介護サービスへの利用者ニーズが，住込みで家事一切を
こなすタイプの援助から，訪問（通い）による時間制
限，場面限定，課題中心の援助へと性質を変えている。
さらに，核家族の場合であっても，夫婦で出稼ぎ，祖父
母，親戚に子どもを預け，送金で保育のために介護職者
を雇用するパターンも，「居家式托育服務」（家庭的保育
事業）の整備・拡充，および幼保一元化に伴う教育・保
育施設「幼児園」の創設（2012年）と 5歳児以上の無
料化などにより減少傾向にある。
3）訪問介護型サービス事業の拡大
政府は介護サービス法に基づいて今後在宅介護サービ
スを整備・拡充する方向で動いていくが，その主な担い
手として「機構」（病院，介護施設，老人福祉施設，障
害者施設，政府認定ソーシャルワーカー事務所など）の
介護職者を想定している。2013年，「機構」介護職者看
護工を対象に，労工委員会（現・労働部）は「外籍看護
工外展看護服務試辦計画」（外国人介護職者によるアウ
トリーチ〔訪問〕型介護サービスの試行的実施計画の導
入）を策定した。これは，施設に働く外国人介護労働者
が積極的に地域に出向き利用者の日常生活の場（家庭・
地域など）で必要なサービスを提供するもので，制度の
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本格的な導入に先立ち，必要なデータ収集のために試験
的に実施している。実施期間は，2013年から 2016年ま
でとし，施設（経営）側の雇用許可証の所持および介護
職者の労働条件や労働環境，居留証の所持，定期的な健
康診査の実施，スーパービジョンと教育・訓練の実施な
どの状況を第三者機関が点検・評価し，政府が基準に達
した施設と外国人介護職者を公表して登録により管理し
ていく。そこでは，外国人介護職者が台湾人スタッフと
ペアを組んで訪問介護を行う方式や，新移民，とりわけ
言語的共通項が大きい大陸出身配偶者の潜在的労働力の
活用を図る方式が積極的に採用されている45）。
4）ミドル・スキル人材に対するニーズの高まり
前述のように，今後はアウトリーチの方法で在宅介護
を担う施設介護職者への需要が増大することが見込まれ
る。そして，介護技能レベルの公的認証の基準を満たす
介護職者を確保するため，いわゆる「ミドル・スキル人
材」（中間的な技能労働者）を養成していくことが急務
の課題となってくる。しかしながら，日本と同様，台湾
でも労働需給ギャップの広がりは著しい。井口泰は，日
本や韓国，台湾などにおいて，高校卒業後，2～3年の
トレーニングを要する職業分野に若年層が就労せず，大
学へ進学する傾向が強まる現状を指摘して，「こうした
なかで生じるアジア域内の労働需給のミスマッチを埋め
るために，国際的な労働力移動のニーズは，一層高ま
る」と予測している46）。こうした中，これまで政府は家
庭介護を非熟練労働分野の仕事と位置づけ国外の労働者
に開放してきたが，今後はミドル・スキルの労働（職
種）と位置づけ直す方向で，施策の転換が求められるの
は必至である。
フィリピンでは，劣悪な労働条件や雇用主からの虐待
などによって，1995年，海外雇用政策を労働者保護と
選択的送り出しへと転換し，非熟練労働者の海外雇用で
はなく，熟練労働者である専門・技術者の海外雇用を積
極的に推進している。また，インドネシアでは，2012
年に「全ての移住労働者およびその家族の構成員の権利
の保護に関する国際条約」を批准したことを受け，政府
は国際的に移動する労働者の保護や資質の向上に関する
制度整備を進めている47）。ミドル・スキルに焦点づけた
介護人材形成の強化は，こうした先進国と開発国の双方
に長期的に利益をもたらす観点からの国際動向とも一致
する。
お わ り に
現在，日本の政府は「外国人技能実習制度48）」での介
護従事者の受け入れを検討している。本制度の導入は，
ミドル・スキルの国外の労働者をターゲットとしたもの
である。日本は現行では労働力としての受け入れを否定
し，一方の台湾は積極的に労働市場の中に位置づける違
いはあるが，能力開発の機会を提供しながら，中間技能
のアジア人材を積極的に活用しようとする点で共通した
方向性を持っている。
日本での介護福祉士候補者の中に，一定期間後に本国
に帰国する「還流（帰還・回帰）型」，移動する本人の
キャリア形成の可能性が拡大する「キャリア・パス（ラ
ダー）型」の候補者が増加傾向にあるといわれている。
井口泰が指摘するように，「移住したアジア人材がアジ
アの新興国に帰還する流れが見え始めている。」世界経
済が低迷する中で，東南アジア諸国は着実な成長を続け
ている。購買意欲の高い中間層が急速に増加し，巨大市
場として今，存在感を高める状況下で，「現在の所得は
相対的に低くても，将来にわたって成長の見込めるアジ
アでのキャリア形成の期待をかけるアジア人材は少なく
ない49）。」
こうした競合関係の強まりを考慮すると，日本は台湾
と同様に，アジアの新興国に対し長期的な人材の流入国
であり続けることは，必ずしも容易ではない。今後の動
向を注視したい。
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